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 社会情勢の変化に柔軟に対応していくため，さまざまな組織で業務分析が行われている．業務分析とは，

現状の業務プロセスモデルを明らかにして課題を抽出し，改善策を講ずる活動である．現状の業務分析に

業務プロセスモデルの編集時に単純な表記ゆれを検出する支援策を講ずることで，作業の効率化，モデル

の品質確保および再利用促進に寄与する．また，業務プロセスモデルから典型的な課題を発見・抽出する

支援策の実現により，分析作業の効率化に寄与する． 
 本研究では，業務プロセスモデルの作成作業の効率化および品質・再利用性確保を支援するため，業務

分析支援ツールおよび業務プロセスモデルを用いた課題発見の支援方法を開発した．そして，国土交通省

の河川・国道事務所を対象にした業務分析に本研究で開発した支援方法を適用して有効性を確認した． 
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1. 序論 
 
(1) 背景 

 社会環境の変化に柔軟で迅速に対応し，公共事業の執

行の効率化，コスト縮減やサービス向上を実現するため，

さまざまな関係機関にて業務分析が取り組まれている．

業務分析とは，現状の業務プロセス（仕事の流れ）を明

らかにして課題を抽出し，改善策を講じた業務プロセス

モデルを組み立てることである．業務分析は，一品受注

生産であるため，分析対象ごとに業務分析の専門家（業

務分析者）によって上記の一連の作業が行われている． 
 これまでは，組織の部課局ごと，専門分野ごと，設計

や施工などの各フェーズで業務分析が実施されることが

多かった．また，業務プロセスのどこに問題や原因があ

るのかが混沌とし，関係者間の共通認識が少ないことが

懸念されていた．これを踏まえ，近年は，組織全体，分

野横断，設計・施工・維持管理のライフサイクルなどの

全体を捉えた業務分析の必要性が認識され，Enterprise 
Architectureなどの方法による組織全体の観点から，業務

分析が取り組まれるようになってきた1)-4)． 
 関連して，近年，大規模災害やテロなどの不測の事態

へ対応するために業務継続計画（BCP：Business 

Continuity Plan）の整備が注目されている．BCPでは，脅

威に対する業務への影響度を検討し，優先して復旧すべ

き業務や手順を決定して策定する．この取り組みにおい

ても組織内の業務を明らかにする業務分析が必須である．

また，金融商品取引法（日本版SOX法）の改定を受けて，

民間企業では，有効・効率的そして健全に組織を運営し

ていくために業務分析を行い，各業務の基準や手続きを

定義し，組織を監視・管理する仕組みとなる内部統制の

強化が急務となっている．このことからも業務分析は，

組織運営で必要不可欠な取り組みといえる． 
 しかしながら，現在の業務分析の作業には，分析作業

そのものの効率化の支援策が少ない，業務プロセスモデ

ルを用いた課題発見の方法が体系化されていないなどの

課題が潜在している．すなわち，業務プロセスモデリン

グの成果がうまく活かされていない現状にある． 
 なお，現状の業務分析に潜在している諸課題の詳細は，

2.にて論ずる． 
 
(2) 目的 

 このような背景から，業務プロセスモデルの編集や統

合作業で単純な表記ゆれを検出する支援策を講ずること

で，作業の効率化やモデルの品質確保に寄与すると考え
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られる．また，モデルの品質が確保されるため，別の業

務分析での再利用の促進にも寄与する．さらに，課題発

見・抽出の技法を体系化し，広く普及している標準化さ

れた表記方法で作成された業務プロセスモデルから典型

的な課題を発見・抽出する支援策の実現により，分析作

業の効率化や分析成果の品質確保に寄与する． 
 本研究では，図-1に示す業務分析の支援方法を開発し，

国土交通省の河川・国道事務所を対象にした業務分析に

適用して有効性を確認することを目的とする． 
 図-1の業務分析支援ツールによる作業支援では，業務

プロセスモデルの作成作業の効率化，再利用性向上およ

び表記ゆれ排除による品質確保を支援するツールを開発

する．また，課題発見の支援では次の方法を開発する． 
・業務分析者の技量に依存することなく業務プロセスモ

デルから典型的な課題を発見する手掛かりを収録した

テンプレートを開発する． 
・業務改善の（短期的な）目的の典型例と，目的ごとに

抽出すべき課題とを明らかにし，業務改善の目的に応

じた抽出すべき課題を絞り込んだシートを開発する． 
・組織には，必ず（中長期的な）実現目標が定められて

いる．この実現目標を達成するために提供すべきサー

ビスがある．この各サービスと関連する現状の業務プ

ロセスモデルとを対比させ，そのギャップを課題とし

て抽出する手順をとりまとめる． 
 本論文の構成として，2.では現状の業務分析の課題を

整理し，本研究の位置づけを明らかにする．3.では業務

分析支援ツールの機能要件を明らかにし，同ツールの開

発について論ずる．4.では課題発見の支援方法を論ずる．

5.では3.および4.の成果を業務分析に適用した際の手順

を論ずる．6.では河川・国道事務所を対象にした業務分

析に本研究で開発した業務分析の支援方法を適用し，そ

の有効性を検証する． 
 
 
2. 現状の業務分析の課題と本研究の位置づけ 
 
 本章では，既存の業務分析の課題を整理し，本研究の

位置づけを明らかにする．  
 
(1) 現状の業務分析の課題整理 

 近年，業務分析を通じて，業務の可視化・見える化の

重要性が認識されてきている5)．業務分析の一般的な手

順は，次のとおりである． 
・実現目標（業務改善の目標）を設定する． 
・分析対象の現状の業務プロセスをモデル化する． 
・現状の業務プロセスモデルを基に課題を抽出する． 
・各課題に対して改善策を検討し，その改善策を反映し

た業務プロセスモデルを設計する． 

実現目標の設定実現目標の設定

現状の業務プロセス
モデルの作成

現状の業務プロセス
モデルの作成

課題発見・
改善策の検討

課題発見・
改善策の検討

業務分析支援ツールによる作業支援
・表記ゆれチェック機能
・データ辞書作成機能
・詳細情報入力機能など・・・

業務分析支援ツールによる作業支援
・表記ゆれチェック機能
・データ辞書作成機能
・詳細情報入力機能など・・・

課題発見の支援
・業務プロセスモデルから課題を抽出するテンプレート
・業務改善の目的に応じた抽出すべき課題のシート
・実現目標と現状との対比から課題を抽出する方法

課題発見の支援
・業務プロセスモデルから課題を抽出するテンプレート
・業務改善の目的に応じた抽出すべき課題のシート
・実現目標と現状との対比から課題を抽出する方法

業務分析の流れ

本研究で開発する支援方法

 
図-1 本研究で開発する業務分析の支援方法 

 

・改善策を反映した業務プロセスモデルを実現するため

の整備事項をまとめる． 
 現在，業務分析の成果である業務プロセスモデルを作

成する手順を示した資料が公表されてきている6)-10)．情

報システム分野に関しても要求定義や機能要件を検討す

る手順を示した資料が公表されてきている11)-14)．通常，

業務プロセスモデルは，分析対象における関係者ごとの

業務プロセス（仕事の流れ），取り扱う資料（情報）や

制約条件などを克明に整理し，標準的な表記方法である

UML（Unified Modeling Language）のユースケース図やア

クティビティ図，IDEF0（Integration Definition for Function 
Modeling）およびIDEF3（Integration Definition for Process 
Description Capture）などを用いてまとめていく． 
 業務分析は，大変な手間・労力を要するため，合理的

に進めていく必要がある．また，分析対象の特性や表記

方法の特性など，さまざまなことに留意する必要がある．

このため，業務分析の支援方法に関する研究も盛んに取

り組まれており，分析の目的や対象に応じた成果を得る

支援方法15)-23)，課題発見の抽出・改善方法24)，戦略や目

標を策定するための分析手法25)-30)に関する内容に大別で

きる．さまざまな支援方法が研究され，そして実務に貢

献されているが，現状の業務分析には，次のような課題

が潜在している． 
a) 分析作業そのものの効率化の支援策が少ない 

 分析の目的や対象に応じた成果を得るための支援方法

は多く提案15)-23)されているが，従来の業務分析と同等の

作業量あるいは同等以上の作業量が伴う．また，分析作

業そのものの効率化や省力化，作業集中している業務分

析者の負荷を軽減する観点からの支援策は著者らの調査

した限りでは提供されていなかった． 
 業務分析は，業務分析者が分析対象の実務者にヒアリ

ング調査して進めることが多く，業務分析者に作業が集

中している．これがボトルネックとなり，効率的に業務

分析を進められない一因にもなっている．この回避策と

して，業務分析者と実務者との複数人で作業を分担して

進めることが考えられる．しかし，業務分析の経験の無
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い実務者に対して，作業負担を強いることになる．また，

複数の実務者が業務プロセスモデルをまとめると，モデ

ルの粒度が異なったり，モデルで用いている記号（例え

ば矢印）の意味が異なっていたり，表記ゆれが発生した

りなど，品質を確保するのが難しい．  
 表記ゆれの課題以外は，関係者間で打合せなどを行っ

て共通認識を持ってモデル化に着手すると何とか回避で

きることが見込まれる．一方，業務プロセスモデルに表

記ゆれがあると，複数のモデルを統合する際に大変な手

間，モデルの中の用語を検索する際に大きな問題，課題

分析において重複作業・データなどの抽出が困難など，

非常に大きな問題を生む．同音異義語などの用語の意味

も含めた表記ゆれの検出ができると，業務プロセスモデ

ルの品質が確保される．このような表記ゆれを精緻に検

出するには，業務プロセスモデルで用いられている用語

を収録したデータ辞書を用いた自然言語処理が必要にな

る．このことから，業務プロセスモデルの表記ゆれを排

除し，品質や再利用性を確保する方法として，既往研究

では，データ辞書の作成が提言されている6), 7), 15)．また，

対象分野のデータ辞書を作成する方法が提供されてきて

いる31), 32)．しかし，分析対象などの条件によっては，

データ辞書の作成には膨大な作業が伴う．また，データ

辞書を利用する側も，いつもデータ辞書を参照しながら

作業するため面倒である．実際，著者らは既往研究33), 34)

にて約100事例の業務分析成果を確認したが，業務プロ

セスモデルで用いられている用語を収録したデータ辞書

は作成されていなかった．このことから，通常の業務分

析では，作業負荷を考慮してデータ辞書が作成されない

ことが多いと考えられる． 
 加えて，業務プロセスモデルには単純な表記ゆれが多

く発生する．モデル化の作業を分担せずに熟練した業務

分析者が従事しても，完全に表記ゆれを排除した品質の

高いモデルを作成するのは難しく，大変な労力が伴う．

データ辞書を必要としない文字列の比較による単純な表

記のゆれ（例：業務計画書と実施計画書，測量成果品と

測量調査成果品などの異表記）を検出して排除するだけ

でも業務プロセスモデルの品質確保に大きく寄与する．

データ辞書の利用以外に，現実的・有効な手段として表

記ゆれを検出できる方法，かつ入力しながら利用できる

手間いらずの方法が非常に有効である．しかし，実現が

容易であるにも関わらず，表記ゆれを検出・排除するこ

との重要性を指摘した研究は見あたらない．このため，

複数の業務プロセスモデルを統合・集約したり，既存の

業務プロセスモデルを再利用したりする際に表記ゆれの

修正に手間がかかってしまう．このような手間を回避す

るため，業務分析者は作業分担せずに業務分析の一連の

作業を担当しているのが現状であると推察する．この結

果，業務プロセスモデルを作成した業務分析者以外がモ

デルを再利用することやモデルを流通させることが困難

になってしまう．上述のとおり，モデルに表記のゆれが

ある他，どのような用語体系に基づいて構築されている

のかなどの情報が明示的に明らかにされないなど，業務

プロセスモデルの再利用品質に問題があることが起因し

ている．さらに，業務プロセスモデルを分析するツール

も業務分析の専門家集団でのインハウス開発でできるも

のに限定されているケースもあり，高度化，一般化され

ない要因にもなっている． 
b) 簡便に課題を抽出する方法が提供されていない 

（課題発見・抽出の方法が体系化されていない） 

 UML35)などの一般的な表記方法を用いて業務プロセス

モデルやデータモデルを作成する手順は詳しく解説され

ている資料は多い．しかし，モデルのどこに着眼して課

題を抽出するのかなど，ノウハウに踏み込んだところま

で言及されている資料は極めて少ない． 
 課題分析は，業務分析のなかで重要な作業であるが，

現状の進め方としては，実務者へのヒアリング調査や業

務分析者の経験則に基づいて課題を抽出しているのが一

般的である．実務者へのヒアリング調査では，各業務分

析者の進め方によって抽出される課題が異なることがあ

り，業務分析者の技量への依存度が高いと言える．業務

分析は重要な作業であることから，熟練した業務分析者

が従事する必要があり，そこがまたボトルネックになっ

ている．業務分析には膨大な作業量が伴ううえ，良き成

果を得るには，熟練した業務分析者が常に作業する必要

があり，集中的に取り組む体制を組むには費用が増大す

る．これは，課題発見・抽出の方法が体系化されていな

いため，せっかく作成された業務プロセスモデリングの

成果が活かされていないことに起因している． 
 課題抽出に関する既存の研究としては，縦軸に時間の

経過，横軸に関係する活動主体をとった現状および理想

の物流情報フロー・パターン図を作成し，両者のパター

ンの違いから，情報流と物流に関する課題を系統的に発

見する方法を考察している24)．しかし，情報流と物流と

に着目した課題の抽出にとどまっており，日常業務で潜

在している典型的な課題を網羅的には抽出できない．さ

らに，標準的でない表記方法に基づいたモデルを作成す

る必要があり，実務の業務分析では広く普及していない

のが現状である．また，業務プロセスモデルの再利用性

を確保するのも現段階では難しい． 
 熟練した業務分析者が集中的に取り組まなくても典型

的な課題を抽出したり，課題の見落としを防ぐような

チェックリストを作成したりなど，標準的な業務プロセ

スモデルを前提として課題抽出を支援する方法を体系的

にまとめた既往研究は見あたらない．この状況が続くと，
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業務プロセスモデルを構築して課題分析，業務改善を行

うこと自体が，熟練した業務分析者のみが行える仕事に

なってしまい，広く普及しない．業務プロセスモデルは，

業務手順の形で組織の中に蓄積された「経験知」を明示

的に表現したものに他ならず，業務プロセスモデルを構

築して改善を行う方法は，合理性や合意形成の観点から

も大変有効な方法である．共有化された業務プロセスモ

デルを利用して継続的な改善を行えることなどを考える

と，業務プロセスモデルによる改善を行う方法が普及し

ないことは大きな問題である． 
c) 目標・戦略と現状の業務プロセスモデルとのギャップ

から抽出する課題の手順が明確になっていない 

 既存文献8)によると，業務プロセスモデルを作成する

には3つのアプローチがあると述べられている． 
・活動系列：明確な目標と制約条件の下で，複数の活動

の実行順序の改善による目標の達成度を評価する．表

記方法は，IDEF36), 37)，UMLアクティビティ図35)など． 
・相互作用：業務の依頼者と実行者とを明確にして，相

互作用を業務プロセスと捉える．業務プロセスの目標

は，顧客満足などの複合的な指標とする．表記方法は，

UMLユースケース図35)など． 
・目標指向：経営目標を達成するために，さまざまな業

務プロセスの目標を設定して改善する．表記方法は，

拡張UML38)，BSC（Balanced Score Card）39), 40)など． 
 近年は，組織全体の最適化のフレームワーク設計や経

営目標立案の支援を目的にした表記方法の研究が注目さ

れてきている4)．社会ニーズの多様化への対応とともに，

戦略を重視する社会へと変遷しているといえる．この社

会情勢に対応するため，表記方法も活動系列から相互作

業，そして目標指向へ変遷している． 
 目標指向の業務分析手法の研究25)-30)は活発であるが，

現時点では開発途上であり，業務プロセスモデルから経

営戦略や計画の立案を支援できる事項が明確になってい

ないのが課題であると既存文献でも論じられている8), 26)．

これが起因しているかは定かではないが，著者らの知る

限りでは，目標と現状の業務プロセスとの間の乖離を分

析して課題を抽出する手順を体系的に整理した既往研究

は見あたらなかった．したがって，業務分析者の技量の

依存度が高い分析作業と考えられる． 
d) モデルに収録される属性は表記方法に依存する 

 業務分析で用いる表記方法によって業務プロセスモデ

ルに収録できる属性が異なる（表-1参照）．このため， 
既存の業務プロセスモデルを，別の目的の業務分析に応

じた表記方法に置き換えるのが難しい．また，再利用す

ることが返って手間になるなどの制約が伴ってしまう． 
 
(2) 本研究の位置づけ 

 本節では，前節で論じた課題に対して，本研究の目的

表-1 各表記法で扱う主な属性 

属性 アクティ

ビティ図 
IDEF ユース

ケース図 
拡張 
UML BSC 

入出力情報 ○ ○ ○ ○ ○ 

順序関係 ○ ○ △ ○ × 

役割 △ △ ○ △ × 

実行制御 × × △ △ × 

目標 × × × ○ ○ 

※文献8)を基に編集 
※【凡例】○：サポート有，△：サポート有だが不十分，×：サポート無 

 
がどの課題の解決に寄与するのかを整理する． 
・本研究で開発する業務分析支援ツールは，前節のa)，

d)の課題解決に寄与する．分析作業の効率化，さまざ

まなモデリングの表記方法へ展開可能な属性を収集，

データ辞書を効率よく作成および単純な表記ゆれの検

出を支援する． 
・業務プロセスモデルから典型的な課題を抽出すること

を支援するテンプレートおよび業務改善の目的に応じ

た抽出すべき課題を絞り込んだシートは，前節のb)の
課題解決に寄与する． 

・実現目標と現状の業務プロセスモデルとの対比による

課題抽出の手順を明確にし，前節のc)の課題解決に寄

与する． 
 
 
3. 業務分析支援ツールの開発 
 
 現状の業務プロセスモデルは，実務者が作成すること

によって正確に整理ができる．しかし，次のようなこと

が懸念される． 
・業務分析の経験の無い実務者に作業負担を強いる． 
・複数の実務者が業務プロセスモデルをまとめると，モ

デルの粒度が異なったり，表記ゆれが発生したりなど，

品質を確保するのが難しい． 
 さらに，業務分析成果の再利用性の観点から，各表記

方法でまとめられた各業務プロセスモデルが収録してい

る属性に相違があり，複数の既存の業務プロセスモデル

が統合できないことが懸念される． 
 このことから，業務分析を効率よく進めるには，実務

者と業務分析者との共同作業，作業負荷軽減，表記ゆれ

などの品質確保，さらに業務プロセスモデルの再利用性

の向上を支援することが効果的と言える．この支援策と

して，業務分析支援ツールの開発が考えられる． 
 本研究では，業務分析における次のことを支援するた

めの業務分析支援ツールの機能要件を検討した． 
・実務者と業務分析者とのコミュニケーションおよび作

業支援（実務者への作業負荷の軽減，業務分析者への

作業効率化の支援） 
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・業務プロセスモデルの品質の確保（表記ゆれによる品

質低下の回避） 
・さまざまなモデリングの表記方法へ展開可能な属性の

収集による業務プロセスモデルの再利用性の確保 
 まず，業務プロセスを可視化するユースケース図

（図-2）を作成し，ツールの対象範囲を設定した（図-2
の枠内）．その後，対象範囲における支援機能を抽出し，

機能要件書を作成した．ツールの主な機能の概要は，

表-2のとおりで，UMLアクティビティ図ベースのモデル

を作成するユーザインタフェースを提供する． 
 作成した機能要件書に基づき，本研究では，業務分析

支援ツールを開発した．メイン画面を図-3に示す．作業

一覧エリアでは，業務プロセスモデルの作成に必要とな

る作業箱（作業名）をツリー状（階層）に表示する．作

業箱は，ドラッグ＆ドロップで表示順を並べ替えること

ができる（主従関係の並び替え含む）．編集エリアにて

業務プロセスモデルを作成する．作業一覧エリアの作業

箱をドラッグ＆ドロップで編集エリアに取り込め，また

編集エリアツールバーの各種記号を選択して各記号の追

加ができる．詳細情報エリアは，編集エリアで選択され

ている作業箱の詳細（属性）情報を表示し，各属性の編

集もできる． 
 基本メニューから“他のファイルを結合”を選択する

と，複数の業務プロセスモデルのファイルを1つのモデ

ルに統合して編集エリアに表示する．表記ゆれの検出支

援（品質検査機能）としては，形態素解析や高機能なラ

イブラリによる自然言語処理は行わず，まず入力された 
 

業務プロセス可視化ツ

実務者（業務分析者 ）

業務分析者

UMLツール

業務プロセスを整理する
業務プロセスを

整理する

ユース ケース1
各作業の詳細情報

を整理する

表記ゆれをチェックする
表記ゆれを
チェックする

ユース ケース3
複数の業務プロセ

スを統合する

詳細情報を出力する
詳細情報を
出力する

ファイルを保存する
ファイルを
保存する

作業箱基礎データを作成する
作業箱基礎データ

を作成する

基礎資料を収集・整理する
基礎資料を

収集・整理する

UMLモデル図を作成する
UMLモデル図を

作成する

業務分析支援
ツール

 
図-2 業務プロセスを可視化するUMLユースケース図 

テキストに含まれる単語の組を文字列として比較し，類

似度を算出する．類似度が閾値以上のものを表記ゆれ，

または入力ミスとみなし，警告の対象とする．用語辞書

を作成している場合は，辞書データを使用した表記ゆれ

の検出もできる（図-4参照）． 

 基本メニューの用語辞書から，用語辞書と類語辞書の

ウィンドウを開くことができ，業務プロセスモデルの作

成過程で重要な用語を容易な操作で登録できる．また，

辞書データは，業務プロセスモデル，作業箱のツリーお

よび用語・類語辞書は，XML形式やCSV形式や表計算

ソフトのファイル形式で入出力ができる． 
 
 
4. 課題発見の支援方法の開発 
 
(1) 業務プロセスモデルから典型的な課題を発見する手

掛かりを示したテンプレートの開発 

a) 業務分析で抽出する典型的な課題の整理 

 分析対象の課題を抽出するには，廃止，自動化，簡素

化，標準化，集約・統合化，移管および置換できる箇所

が無いかを確認する方法がある41), 42)．本研究では，こう

した業務分析で抽出される典型的な課題を業務特性およ 
 

表-2 業務分析支援ツールの機能概要 

機能 概要 

作業箱作成機能 業務プロセスモデルに必要な分析対象の

作業の一覧を作成 
モデル編集機能 業務プロセスモデルを作成・編集 

品質検査機能 表記ゆれや用語の入力ミスを検出 

モデル統合機能 複数の業務プロセスモデルを統合 

用語・類語辞書機能 対象業務の用語を登録 

詳細情報入力機能 

各表記法でモデル化できるようにするた

め，作業名，作業者，入出力情報，制約

条件，作業時間，階層情報，マーク，頻

度，順序，情報伝達方法の属性を入力 
入出力機能 (XML， 
CSV形式など) 

業務プロセスモデルや用語・類語辞書を

ファイルに入出力 
 

作業一覧エリア

業務プロセスモデルの作成に必
要となる作業箱（作業名）の管
理・編集エリア。

作業箱がツリー状（階層）に表示。

詳細情報エリア

編集エリアで選択されている
作業箱の詳細（属性）情報を
表示。

属性の編集も可能。

編集エリア

業務プロセスモデルを作成するエリア。

作業一覧エリアの作業箱や編集エリアツールバーの各
種記号を選択し、ドラッグ＆ドロップで編集エリアに取り
込む。

作業箱等の間の関連等を設定し、業務プロセスモデル
をこのエリアで組み立てる。

基本メニュー

業務プロセスモデルのファイルの入出力

各エリアの表示／非表示

用語辞書の表示／非表示

編集エリアツールバー

編集エリアでは、「スイムレー
ン」や作業の「関連」などUML
アクティビティ図を参考とした
記号を利用

ドラッグ＆ド
ロップ

 
図-3 業務分析支援ツールのメイン画面 
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表記ゆれの対象設定

表記ゆれの修正

用語辞書による表記ゆれ検査支援

類語辞書による表記ゆれ検査支援

文字列比較による
表記ゆれ検査

表記ゆれ
警告！

 
図-4 表記ゆれ検出に関する画面イメージ 

 
び情報特性の観点から整理し，次の結論を得た． 
・業務特性に係わる課題 
重複した作業，不要な作業，不適切な作業の流れ，不

適切な情報伝達，クリティカルパス（ボトルネック），

死蔵しているシステム，稼働効率の低いシステム，実

態と乖離のある規程，慣例的な作業の流れ，作業・責

任・リスクの集中，標準化・定型化・マニュアル化す

べき作業，資料の検索に時間がかかる 
・情報特性の係わる課題 
同一の情報が何度も発生，不要な情報，不適切な情報

の保管実態，参照・引用度の高い情報，検索ニーズの

ある情報，更新頻度が高い情報，共用範囲が広い情報，

長期保存する情報 
 業務プロセスモデルは，フローチャート，UMLの
ユースケース図やアクティビティ図，IDEF0および

IDEF3などで作成されることが多い．本研究では，これ

らの表記方法で作成された業務プロセスモデルを用いて

課題を抽出する際の主な着眼点を整理した．図-5は，検

討成果の要約であり，業務プロセスモデルで表現されて

いる各記号（情報の流れを示す矢印など）のどこに着眼

して課題を抽出するのかを示している． 
b) 課題発見のテンプレートの開発 

 本研究では，前節の整理結果を基に業務プロセスモデ

ルに収録されている属性から典型的な課題を発見する手

掛かりをテンプレートとして取りまとめた．業務プロセ

スモデルに収録されている属性は，本研究で開発した業

務分析支援ツールの機能要件（詳細情報入力機能）を対

象とした． 
 課題発見のテンプレートの要約は表-3のとおりで，

CRUD（Create Read Update Delete）表3)およびヒアリング調

査で確認した方がよい事項も併記している．テンプレー

トは，各課題を抽出する際に，業務プロセスモデルのど 

作業A

作業B

•異なる組織に情報が流れているとき、組織間
の場所が離れていないか

•作業Aは電子ファイルを作成しているのに、作
業Bに引き渡すときは紙になっていないか

•入力情報とどのような差分があるか

•作業で必要な入力情報が揃っているか
•用途に応じた形式（紙・電子）の情報が流れているか

•複数のシステムや組織を対象に情報収集していないか
•同じ情報を用いて、複数のシステムに入力されていない
か（重複入力）

•システムが有効利用されているか（各組織の保管資料
が参照されてシステムが利用されていないなど）

•制約が支障となり、効率よく作業できる方法が適用
できない環境になっていないか

•次の作業に進むにあたっての制約がないか
•作業効率化に繋がるツールを使っているか
•複数の組織で同じ資料が保管されていないか

 
図-5 業務プロセスモデルを用いた課題抽出の着眼点 

 

の属性に着眼すればよいかを指南する．また，各課題に

対する改善策の手掛かりもまとめている． 
 熟練した業務分析者が従事すれば，テンプレートを使

わなくとも業務プロセスモデルから重要な課題が抽出さ

れ，良き成果が得られる．しかし，熟練した業務分析者

が常に作業するには費用が増大する．課題発見のテンプ

レートは，業務分析に要する投資面の効率化にも寄与す

る．膨大な作業量を回避し，成果の品質を確保・向上す

る支援策としては，本研究で開発した業務分析支援ツー

ルが一助となる．課題発見のテンプレートを使うことに

より，熟練した業務分析者が集中的に取り組まなくても，

基本的な課題を抽出することができる．さらに，課題の

見落としを回避することにも寄与する．すなわち，効率

よく（安くて）品質の確保された成果を得る一助となる． 
 本論文では，表-3のうち目的達成に必要な業務プロセ

ス，重複作業および情報利用の効率性を例に取り上げて

テンプレートの内容を概説する． 
 目的達成に必要な業務プロセスとは，どの目的にも必 
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表-3 課題発見テンプレートの要約 

重複作業 ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ○

運用システムの稼働効率 ● ● ● ○ ●

情報の伝達経路 ● ● ● ● ● ● ● ● ○

情報利用の効率性 ○ ● ● ● ○ ○ ● ● ● ○

クリティカルパス ○ ● ● ○ ● ○

業務プロセスのマニュアル化 ● ● ○

業務プロセスと規程との乖離
（慣例，不要な作業）

● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ●

責任者の所在・役割 ● ● ● ●

作業・責任・リスクの集中 ● ● ● ○ ● ○

目的達成に必要な
業務プロセスの有無

● ● ○

【凡例】●：必ず確認，○：分析条件や作成したモデルによって確認

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
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出
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情
報
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要で共通した活動となるPlan，Do，See（Plan，Do，
Check，Action）を指す（メタなアクティビティ）．なお，

本研究でいうPDS（PDCA）サイクルとは，事業におけ

る生産や品質などの管理業務を円滑・効率的に進めるサ

イクル活動と定義する． 
 この課題は，図-6に示すように業務プロセスモデルの

作業名，制約条件の属性に着眼し，業務プロセスの監視

（モニタリング），課題の発見および改善策の検討・実

施に係わる活動の有無を確認して抽出する． 
 重複作業とは，業務プロセスモデルのなかで無駄に重

複している作業から抽出する課題を指す．この課題を抽

出するために業務プロセスモデルに求められる望ましい

条件は，次のとおりである． 
・業務プロセスモデルに表記ゆれがない（複数の同じ名

称の作業名／資料名が整理できている）． 
・同じ粒度で作業が整理できている． 
・ヒアリング調査で重複作業の発生が確認できているこ

とが望ましい． 
・システムを利用する作業が整理できている． 
・各作業の入力情報の属性が整理できている． 
・情報の生成・参照・更新・削除の状態遷移が整理でき

ている（CRUD表の作成）． 
 重複作業の課題は，次の手掛かりを基にして，業務プ 

改善策を検討し、実行に
うつす活動があるかを確認

業務プロセスの課題を発見
（見直す）活動があるかを確認

業務プロセスを監視する活動
があるかを確認
（仕組みの有無も含めて確認）

 
図-6 目的達成に必要な業務プロセスの確認イメージ 

 

ロセスモデルに加え，CRUD表やデータモデルを用いる

と効率よく発見できる． 
・業務プロセスモデルの作業名，矢印，入出力情報，制

約条件，作業者，頻度の属性に着眼 
・同じ作業（作業名）を確認 
・同一人物が同じ作業をしていないかを確認 
・資料作成でデータの二重入力（再入力）が発生してい

ないかを確認 
・複数のシステムからの情報収集の状況を確認 
・並行しているが明らかに統合した方がよい作業がない

かを確認（例えば，複数の組織で同じようなことを作

業している） 
・複数のシステムを用いている場合，データの再入力が

発生していないかを確認 
・同じようなシステムが散在していないかを確認 
 重複作業の課題に対する改善策の手掛かりは，次のと

おりである． 
・重複した作業やシステムの統廃合による業務プロセス

の簡素化（ただし，意味のある重複作業の取り扱いに

は注意） 
・作業を義務づけている規程の改定 
・関連システム間で（条件によってはリアルタイムで）

同期を図る 
 情報利用の効率性は，業務プロセスで流通している情

報のうち，参照・引用・更新度が高い情報，共用範囲の

広い情報，これらの情報の保管管理の状態から抽出する

課題を指す．この課題を抽出するために業務プロセスモ

デルに求められる望ましい条件は，次のとおりである． 
・情報の生成・参照・更新・削除の状態遷移が整理でき

ている（CRUD表の作成）． 
・保管すべき情報の規定の有無が確認できている． 
・各作業間で流通する情報の媒体が整理できている． 
・入力情報，制約の属性が整理できている． 
・システムを利用する作業が整理できている． 
 この課題は，次の手掛かりを基にして，業務プロセス

モデルに加え，CRUD表やデータモデルを用いると効率

よく発見できる． 
・業務プロセスモデルの作業名，矢印，入出力情報，制
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約条件，情報伝達，頻度，時間の属性に着眼 
・参照・引用・更新頻度が高く共用範囲が広い情報や利

用媒体を確認（情報の伝達方法の属性に着眼し，情報

伝達で利用されている媒体も確認） 
・情報の引用・更新頻度から不要な情報を確認 
・参照度の高い情報の保管状態（複数の組織で管理され

ていないかなど）を確認 
・参照頻度は低いが必ず保管すべき情報を確認 
・作業名，矢印の属性，さらにCRUD表に着眼し，ある

情報を複数のシステムを用いて検索せざるを得ない状

況，あるいは複数システムにデータを登録せざるを得

ない状況になっていないかを確認 
 情報利用の効率性の課題に対する改善策の手掛かりは，

次のとおりである． 
・データベース（以下，「DB」と呼ぶ）の構築 
・台帳や様式などを作成（定型化・標準化） 
・不要な情報の廃止（下流の作業に不要な情報は流さな

いなど） 
・情報の保管規程の作成 
・参照頻度が低いが必ず残すべき情報は保管（例えば，

紙の資料はスキャンしてDB化など） 
 
(2) 業務改善の目的に応じた抽出すべき課題を絞り込ん

だシートの開発 

 前節で開発した課題発見のテンプレートを用いること

によって，業務プロセスモデルから典型的な課題の抽出 

ができる．しかし，業務分析は，目的によって業務プロ

セスモデルの捉え方や着眼点，そして抽出すべき課題の

重要度が異なる． 
 本研究では，業務改善の（短期的な観点の）目的に応

じた課題を絞り込んで効率よく抽出することを支援する

ため，業務改善目的の典型的な例と，目的ごとに抽出す

べき課題とを整理し，課題発見のテンプレートと関連づ

けた． 
 表-4は，各視点の成果の一部を示している．作成にあ

たっては，まずBSCの目標指標の視点を参考に，業務改

善の目的として設定される典型例を整理し，“業務改善

目的の典型例”の欄に反映した．次に，業務改善の各目

的を達成するために，業務プロセスモデルから確認でき

ることを検討し，“主な確認事項”の欄に反映した．主

な確認事項については，前節で論じた課題発見のテンプ

レートの各項目を適用することで効率よく課題が抽出で

きる．このため，課題発見のテンプレートから，各確認

事項に該当する項目を抽出し，“課題発見のテンプレー

トの適用項目”の欄に列挙した． 
 

(3) 実現目標と現状との対比から課題を抽出する方法の

開発 
 組織には，必ず中長期的な実現目標（使命，経営理

念・戦略など）が定められている．実現目標を達成する

ために提供すべきサービスがある．このサービスを提供

するために，さまざまな業務プロセスがある． 
 

表-4 業務改善の目的に応じた分析の支援（一部） 
区分 業務改善目的の典型例 主な確認事項 課題発見のテンプレートの適用項目 

財務 

コストの削減を図りたい（人件費，事務管理

の削減）． 
・業務プロセスの作業時間やシステム稼働状況な

どから，人件費，経費，残業時間を試算する． 
・予算執行に係わる業務プロセスを確認する． 
・クリティカルパスから改善事項を分析する． 

・重複作業 
・運用システムの稼働効率 
・資料検索時間 
・クリティカルパス 
・業務プロセスと規程との乖離 
・情報利用の効率性 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

顧客 
顧客情報から新しいサービスを検討したい． ・顧客情報を DB 化・台帳作成しているか，さらに

顧客情報が蓄積されているかを確認する． 
・運用システムの稼働効率 
・情報利用の効率性 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

標準プロセスを確立したい． ・典型的な業務プロセス，共通した業務プロセス

を分析し，マニュアルの有無を確認する． 
・重複作業 
・業務プロセスのマニュアル化 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 プロセス／ 

法令遵守 
コンプライアンスが遵守されているかを把握

したい． 
・法令遵守の業務プロセスかを確認する． ・業務プロセスと規程との乖離 

・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

学習・ 
成長 

各業務のやり方（ノウハウ）が属人化されてい

ないかを把握したい． 
ノウハウが継承できる環境が整っているかを

把握したい． 

・各組織の作業手順，作業者，作業マニュアルの

有無を確認する． 
・業務プロセスモデルに引き継ぎの業務プロセス

が表現できているかを確認する． 

・情報の伝達方法（情報の伝達経路） 
・業務プロセスのマニュアル化 
・業務プロセスと規程との乖離 
・責任者の所在・役割 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

リスク管理 

安全管理を向上させたい． ・安全性を確保した業務プロセスかを確認する． 
・作業集中などにより安全性が損なわれる業務プ

ロセスになっていないかを確認する． 
・不測の事故への対応プロセスの有無を確認す

る．また，マニュアル化の有無を確認する． 

・業務プロセスのマニュアル化 
・業務プロセスと規程との乖離 
・責任者の所在・役割 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 
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 実現目標と現状の業務プロセスとの間には乖離が生ず

ることが多く，この乖離を解消して目標に近づけるため

に業務改善が行われる．しかし，著者らの知る限りでは，

目標と現状の業務プロセスとの間の乖離を抽出する手順

を体系的に整理した資料は見あたらず，業務分析者の技

量の依存度が高い分析作業と考えられる．このことから，

実現目標と現状の業務プロセスとの間の乖離を抽出する

ため具体的な手順を示すことにより，業務分析の作業支

援になると考える． 
 本研究では，中長期的な実現目標と現状の業務プロセ

スモデルとを対比して，そのギャップを課題として抽出

する手順をまとめた．なお，以下に述べる目標のサービ

ス体系の作成方法については5.および6.で論ずる． 
 中長期的な実現目標と現状の業務プロセスモデルとの

対比による課題抽出とは，図-7に示すような各サービス

の目的を整理し，達成する最善の業務プロセスを考えな

がら，現状の業務プロセスモデルを検証することと定義

する．具体的な検証内容としては，まず各サービスを提

供している業務プロセスの有無を確認する．業務プロセ

スが有る場合，サービス維持・向上や継続的な業務改善

活動となるPDS（PDCA）サイクルが組み込まれた業務

プロセスになっているかを確認する．また，サービスの

担当組織の有無も確認する．担当組織が有る場合，サー

ビスを実現するために組織の連携が図られているかを確

認する． 
 実現目標のサービス体系のうち，サービスと事業とを

関連づけている場合は，事業計画に示されているアウト

カム指標を満足しているかを確認する．不満足の場合は，

原因を突き止めて改善策を講じ，満足している場合は，

継続して推進およびアウトリーチ活動されているかを確

認する．また，経年変化からサービス提供（事業整備）

が継続されている，あるいは計画どおりに進んでいるか

を確認する．進んでいない場合は，原因を突き止めて改

善策を講じ，進んでいる場合は，継続して推進する．ま

た，実現目標達成のための支援事項を整理し，現状の業

務プロセスの実現状況を確認する． 
 

 
図-7 実現目標と現状の業務プロセスモデルとの対比による課

題抽出のイメージ 
 

5. 支援方法を適用した業務分析の手順 
 
 本章では，業務分析支援ツールと課題発見の支援方法

とを用いた業務分析の手順を整理して論ずる．全体イ

メージは，図-8のとおりであり，業務分析支援ツールと

課題発見の支援方法とを適応した業務分析の手順を表-5
に示す．まず，経営層と業務分析者とで実現目標（TO-
BE：中長期的な目標）を設定し，組織が提供すべき

サービス体系を整理する．ここで得た成果は，現状の業

務プロセスモデルとの対比による課題分析や改善策検討

の基礎資料となる．サービス体系とは，分析対象の業務

が受益者に提供すべきサービスを指す．組織には使命を

果たすためにさまざまな実現目標が設定されている．こ

れらの実現目標を設定するために必要なサービスを体系

立てて整理する．組織規模が大きい場合，抽出される

サービスは膨大な数になり，またサービスレベルの階層

を浅くしてしまうと抽象的な内容になることが想定され

る．その結果，現状の業務プロセスモデルとの対比の基

礎資料として使用できなくなることが懸念される．組織

では，使命を果たすために，短中長期などの観点から事

業計画を設定して活動している．このため，組織規模が

大きい場合は，使命から展開したサービスと組織の事業

計画とを関連づけて具体化を図る（図-9参照）．また，

サービスを細分化する際は，組織横断で連携すべき情報 
 

目標

目標 目標

目標 目標 目標 目標

現状の業務プロセスモデル

業務分析支援ツール

課題

課題
（ギャップ）

改善策改善策

経営資料

分析
対象

課題発見

テンプレート

基礎資料
として利用

実務者

業務分析者

経営者

実現目標（TO-BE）

 
図-8 業務分析の全体像 

 

 
図-9 サービスと事業計画との関連づけ 
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がないかに注意する． 
 次に，業務分析支援ツールを用いて実務者と業務分析

者との協業により現状の業務プロセスモデルを作成する．

各作業項目は，表-5に示すとおりであり，実務者は，現

状の業務プロセスモデルを作成する．業務分析者は，各

実務者が作成した業務プロセスモデルを受け取って統合

して取りまとめるとともに，データモデルを作成する．

業務分析者は，作成した現状の業務プロセスモデルと課

題発見のテンプレートとを用いて課題を抽出する．また，

実現目標（TO-BE：中長期的な目標）に基づいたサービ

ス体系と現状の業務プロセスモデルとの対比により課題

を抽出する．そして，抽出した各課題に対して改善策を

検討する．最後に，改善策を反映した業務プロセスモデ

ルを設計し，実現にむけた整備計画を立案する． 
 
 
6. 河川・国道事務所を対象にした業務分析 
 
 国土交通省では“CALS/ECアクションプログラム

200543)”（以下，「AP2005」と呼ぶ．）を策定し，次の

ことを公表している． 
・事業執行の全体最適化，各目標の対象範囲の共有化を

図るために，現状の業務プロセスを早期に可視化(モ

デル化)して業務プロセスモデル(全体版)を作成する 
・個々の目標も詳細に業務プロセスを分析して改善内容

を明確にするとともに，その結果を業務プロセスモデ

ル(全体版)へ反映し，関係者間で常に共有する 
 

表-5 業務分析の手順 

経
営
層

実
務
層

中
間
層

１．実現目標(TO-BE)の作成

1）実現目標(TO-BE)の設定（整理） 実現目標 ● ●

2）実現目標(TO-BE)のサービス体系の作成
サービス体系／
ユースケース ○ ● ○ ※2

2．現状の業務プロセスモデルの作成（AS-IS）

1）基礎資料（作業リスト等）の作成 作業リスト ● ○ ※3

2）業務プロセスモデルの作成 ● ●

3）業務プロセスモデルの照査 ● ●

4）各業務プロセスモデルの照査 ● ●

5）各業務プロセスモデルの統合
業務プロセスモデル
(統合版)，ユーザ辞書 ● ●

7）データモデルの作成 データモデル ● ※1 ※4

8）業務プロセスモデルの洗練
業務プロセスモデル
ユーザ辞書 ● ●

3．課題抽出・改善策の検討

1）課題発見のテンプレートを用いた課題分析 課題 ○ ○ ● ●

2）実現目標(TO-BE)のサービス体系と現状の
　業務プロセスモデルとの対比による課題分析

課題 ○ ○ ●

3）改善策の検討 改善策 ○ ○ ●

4）改善策のモデル化
業務プロセスモデル
データモデル ● ● ※4

5）改善策実現のための整備計画の作成 整備計画 ○ ○ ●

【凡例】●：主担当，○：適宜担当

※1）業務分析支援ツールを拡張させることで支援可能となる（今後の展開）．

※2）UMLや表計算ソフトなど，※3）表計算ソフトなど，※4）UMLツールなど

業務プロセスモデル
ユーザ辞書

成果作業項目

実務者 そ
の
他
ツ
ー
ル

業
務
分
析
者

業
務
分
析

支
援
ツ
ー
ル

 

 本研究の成果に基づいて業務分析を行うことで，上記

の目標達成に寄与することが考えられる．また，本研究

の成果の有効性も検証することができる． 
 本研究では，上記の目標達成のプロジェクトと位置づ

けて取り組み，国土交通省の河川・国道事務所を対象に

した業務分析に本研究で開発した支援方法を適用し，有

効性を検証した．体制としては，大臣官房技術調査課，

関東地方整備局（本局各部，7河川・国道事務所），国

土技術政策総合研究所から構成する業務プロセス可視化

タスクフォースを設置して以下の検討を進めた． 
 
(1) 河川・道路事業の実現目標（TO-BE）の作成 
 本研究では，国土交通行政の5つの目標を最上位に位

置づけ，河川・道路事業を対象に施設利用者，地域住民

などへ提供すべきサービス（全297サービス）と関連す

る16施策44)を基に抽出し，体系的に整理した（図-10参
照）．また，各サービスに関連する事業を細分化し，

サービスと事業との関係を整理した（表-6参照）． 
 
(2) 現状の業務プロセスモデルの作成 

 本研究では，関東地方整備局（企画部技術管理課，2
河川事務所，2国道事務所）の協力の下で河川・国道事 
 

国土交通行政の5つの目標

サービス サービス サービス
目標実現のた
めのサービス

事業 事業 事業 事業 事業 事業

業務 業務 業務 業務 業務 業務 業務 業務

サービスに関
連する事業

サービスに関
連する業務

業務

細分化

 
図-10 国土交通行政のサービス体系の考え方 

 
表-6 道路分野のあるべき姿（一部抜粋） 

国土交通行政

5つの目標
サービス（目的） サブサービス（手段） 

道路を維持管理する 

橋梁を維持管理する 

道路構造物を維持管理

する 

（安全性確保） 効率的・高度な管理に向けた技術

を開発する 

災害復旧する 被災した公共土木施設を復旧する

防災機能を強化した道

路施設を提供する 

道の駅を防災拠点化する 

高度医療施設へのアクセス道路を

整備する 

救急医療の搬送時間を

短縮する道路を提供す

る 救急車退出路を整備する 

工事内容を公開する 

事業説明看板の表示を改善する

路上工事看板の表示を改善する

道の相談室を設置する 

目標 3 
安全の確保 

道路行政情報を公開

する 

道路緊急ダイヤルを設置する 
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務所の業務プロセスモデルを作成した．具体的には，各

種規程45), 46)および事務所職員（経理課，調査課，工務課，

管理課など全課）との協業により，モデルを構成する作

業の流れ，作業者，入出力情報，制約条件などを整理し，

業務分析支援ツールに入力した（図-11参照）．業務プ

ロセスで流通する資料（情報）については，UMLクラ

ス図やCRUD表を用いて資料の関係性，管理主体および

共用範囲を整理した． 
 業務分析支援ツールの特徴のひとつである品質検査機

能（表記ゆれチェック機能）について，本論文では，業 
務プロセスモデルのうち，用地取得（101用語収録）と

河川改修（37用語収録）のモデルを例に取り上げる． 
 “用地取得”のモデルを業務分析支援ツールに読み込

み，品質検査機能を実行したところ，101種類の用語の

うち，13種類の用語を表記ゆれ候補として検出した． 
その後，目視で確認した結果，実際の表記ゆれは2種類

であった．また，“用地取得”のモデルと“河川改修”

のモデルとを統合させ，品質検査機能を実行したところ，

138種類の用語のうち，25種類の用語を表記ゆれ候補と

して検出した．その後，目視で確認した結果，実際の表

記ゆれは6種類であった（具体例：標準価格と標準地価

格，覚書と覚書書，測量成果品と測量調査成果品）． 
 今回開発した業務分析支援ツールが具備する品質検査

機能（表記ゆれチェック機能）では，表記ゆれではない

用語も表記ゆれ候補として検出する結果となった（具体 
 

路線の決定

計画課・調査課

地域交通網調
査等

入力情報
・道路管内図
・道路台帳
・業務報告書（既存）
・都市計画図

出力情報
・業務報告書

地形測量

入力情報
・測量成果品（既存）

出力情報
・測量成果品

概略設計 出力情報
・設計成果品

入力情報
・業務報告書（既存）
・測量成果品

道路網整備計
画

入力情報
・業務報告書（既存）
・土地利用計画図

本局説明

入力情報
・本局説明資料

路線の選定

出力情報
・路線計画調査関係書

本局説明

入力情報
・本局説明資料

概略設計Aのみ実施、概略設計A、B
実施の場合がある。

出力情報
・道路網整備計画

出力情報
・協議記録簿

出力情報
・業務報告書（既存）
・測量成果品

入力情報
・業務報告書
・測量成果品
・設計成果品
・路線計画調査関係書

 

図-11 現状の業務プロセスモデル（一部抜粋） 

例：関係機関協議と関係機関協議簿，地質調査成果品と

測量調査成果品）．また，表記ゆれ候補と検出されな

かった113種類の用語も確認したが，表記ゆれの用語は

含まれていなかった．これらの結果から，ツールが具備

する品質検査機能は，表記ゆれの用語を漏れなく検出で

きることが明らかになった．また，同ツールの用語・類

語辞書機能を用いて辞書データを充実することによって

意味的な用語のゆれの検出も支援できることから，検査

精度をさらに向上させることができると考える． 
 
(3) 課題分析及び改善策の検討 

 本研究では，課題発見のテンプレートを用いて業務プ

ロセスモデルから典型的な課題を抽出した．図-12およ

び図-13は，抽出した課題の一例を示しており，経験の

浅い業務分析者でも抽出ができる課題である． 
 図-12では，図中の吹き出しに示すとおり積算段階の

図面作成・数量算出の作業における課題が顕在化してい

る．この課題は，課題発見テンプレートの業務プロセス

と規程との乖離，情報利用の効率性，重複作業および情

報の伝達方法を基に抽出した．業務プロセスと規程との

乖離では，業務プロセスモデルの作業の制約条件および

入力情報の属性に着眼した．CADによる数量算出が容

認されているが，このことが運用規程に明記されていな

いため，CADデータが入力情報として流れてきても従

来の紙による数量算出が行われていることが明らかと

なった．情報利用の効率性および情報の伝達方法では，

業務プロセスモデルの入力情報の属性に着眼したところ，

入力情報が(1)紙，(2)基準に準拠していないCADデータ，

(3)基準準拠のCADデータとなっており混在しているの

が明らかとなった．重複作業では，業務プロセスモデル

の入力情報の属性に着眼したところ，入力情報が紙の場

合は，データを再入力してCADデータを作成している

のが明らかになった． 
 図-13は，従来の業務分析で実施されている実務者へ

のヒアリング調査だけでは抽出するのが難しい課題を明

らかした課題発見のテンプレートの適用例である．この

場面では，業務や担当者によってシステムの利用が異

なっている．この課題は，課題発見テンプレートの運用

システムの作業効率を基に抽出した．図-13(a)の“成果

品保管・管理”に着目した課題発見テンプレートを適用

した課題抽出の作業イメージを図-14に示す．“成果品

保管・管理”の制約条件の属性から，保管すべき情報と

して，ここでは工事完成図書の管理規則を確認している．

さらに，規程に準じて工事完成図書が保管されているか

をCRUD表を用いて確認している（事務所と出張所とで

保管されている）．また，電子成果品を保管管理する規

程が設けられており，各成果品のデータをシステムに登
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録することが義務づけられている（規程がある）． 
 図-13(b)に示すような各業務にて成果品を参照する各

場面の作業に対しても同様に制約条件の属性を確認した

ところ，具体的にどの場面でシステムを利用するのかが

義務づけられていなかった（制約条件の属性が未記入）．

このため，ある組織（担当者）ではシステムを利用して

いるが（図-13(b)の下図），別の組織（担当者）ではシ

ステムの存在を把握できていない（図-13(b)の上図）な

ど，システムの支援対象とする業務での利用状況が混沌

となってしまっている． 
 実現目標（TO-BE）と現状の業務プロセスモデルとの

対比による課題分析では，業務分析の目的に主眼をおい

て，各サービスを実現するために必要な条件や情報を抽

出した．本論文では，「道路を維持管理する」と関連づ

けられている「安心して住める国土の実現（国土保

全）」の事業計画のうち，維持修繕事業を例に取り上げ

て論ずる． 
 維持修繕事業は，表-7の業務から構成されている46)． 
各業務の目的を達成するために，今回はCALS/EC推進の

一環としてIT（情報技術）の切り口から支援できること

を検討した．具体的には，各業務で流通している多種多

様な情報の特性や用途に応じた分類でDB化し，業務関

係者が必要な情報を適宜検索・利用できる環境整備とな 
 

 
工務課

出力情報
・詳細設計図（発注ロット単位）
・数量表

外部（業者）

入力情報
・設計図書

図面作成
数量算出

入力情報
・詳細設計図
・（発注ロット）
・施工計画書

設計図書作成

積算

入力情報
・数量表

出力情報
・数量総括表

<略>

プラニメータや三斜誘致法等による数
量算出が行われており，CADデータ
が入力情報として流れてきてもCADに

よる数量算出が行われていない．

電子納品開始前や開始直後の設計図を用
いる場合は「紙」や「基準に準拠していない
ＣＡＤデータ」，近年納品された設計図は
「基準準拠のＣＡＤデータ」となっているなど，
入力情報が統一した形で流れていない（設
計図の媒体や品質が統一できていない）．
また，入力情報が「紙」の場合は，データを
再入力してCADデータを作成している．

 
図-12 図面作成および数量算出の課題 

 

データの登録は義務づけられている

電子納品・保管管

理システム
成果品保管・管理

電子成果品の
登録 TRABIS

 
(a) システムへのデータ登録 

 

概略設計
（「業務」参照） 出力情報

・設計成果品

電子納品・保管管

理システム
TRABIS

業務計画書作成

関係資料貸与

出力情報
・業務計画書

入力情報
・契約書
・設計図書

出力情報
・業務報告書（既存)
・各種資料

業者

電子納品・保管管
理システム

システムを利用しているケース
（システム利用を示す矢印有）

システムの利用が位置づけられ
ているが，実際の利用はまちま
ちである

システムを利用すると作業の効率化が
期待できるが利用されていないケース
（システム利用を示す矢印無）

 
(b) システム利用の有無 

図-13 システム利用の課題 

る次の支援策を設定した． 
・最新の状態に更新された道路台帳やDBの整備：維

持・修繕対策支援，点検計画の効率化支援 
・既存資料（設計・工事成果）の保管管理：維持・修繕

対策支援 
・新技術・工法のDB化：点検や維持・修繕対策支援 
・苦情処理履歴のDB化：相談窓口対応の迅速化支援 
 これらの支援策に対して，現状の業務プロセスモデル

の実現状況を確認した．「最新の状態に更新された道路

台帳やDBの整備」では，道路台帳や道路施設データは

定期的に更新されているが，紙と電子データの管理が煩

雑になっているケースがあるなどの課題が抽出された．

また，「既存資料（設計・工事成果）の保管管理」では，

設計・工事成果の既存資料は文書管理規則に基づいて保

管管理されている．しかし，資料の検索に苦慮していた

り，見つけられなかったりしている課題が抽出された． 
 以上の課題分析から得た成果を総括すると，これまで

のCALS/ECの取り組みのなかでも挙げられていた“資料

が散在して検索に時間がかかる”，“各資料の共有がな

されていない”，“紙と電子データによる二重管理の手 
間”などの確認ができた．今回の業務分析で業務プロセ

スのどこに課題と原因とがあるのか究明ができた． 
 抽出した課題のうち，今回の取り組みでは，主として

“ボトルネックの改善”，“不要な重複作業の排除”，

“情報の伝達方法の改善”に着眼し，改善策を検討した．

改善案の要約例を図-15に示す．この図は，図-12の改善

案の要約であり，CADによる数量の自動算出が実現す

ることで業務改善が期待できる．具体的には，CAD
データによる数量算出を可能とすることを運用規程に明

文化し，基準準拠のCADデータ流通の徹底を図る．加

えて，CADデータから数量総括表を自動作成できる 
 

分類 No. 資料名称

（維持修繕工事） 125 設計書等・発注関係書類等

126 業務委託設計書関係

127 業務委託報告書関係

128 工事に関する計画・設計・施工計画書

129 工事完成図

130 維持・修繕関係工事完成図書

131
工事打合簿、実施工程表、工事写真材料
検査品質、出来形管理関係

132 工事関係応力計算書 材料書

資料名称等

課、他

文書を管理する規程を確認

◎●

◎●

◎● ○

○ ◎●

● ● ◎●

● ◎●

○ ◎●

○ ◎●

出
張
所

管
理
第
一
課

管
理
第
二
課

交
通
対
策
課

機
械
課

電
気
通
信
課

文書管理規則に準じた管
理がなされているかを確認

 
図-14 課題発見のテンプレートを適用した作業イメージ  
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表-7 維持修繕事業の概要 

維持修繕事業 概要 

巡回 
パトロール車を使用して定期的に実施し，道路上の

危険物を発見・除去し，適宜，軽微な維持作業 

維持 路面清掃，街路樹の剪定，除草などの日常管理 

路面点検 
パトロール車による巡回のほか，道路管理用カメ

ラ，路面下空洞探査車などを活用して状況把握 

橋梁点検 
橋梁定期点検要領(案)に従って点検し，ひび割れな

どの損傷の目視確認による健全性の評価 

トンネル点検 

道路トンネル定期点検要領(案)に従って点検し，コ

ンクリートの打音検査や背面の空洞調査などによる

健全性の評価 

修繕 
点検の結果に応じて，橋梁，トンネル，舗装，歩

道，側溝など道路施設の修繕 

除雪 
積雪寒冷地域における冬期道路交通の安全確保のた

めの除雪作業 

管理事務 占用や特殊車両通行などの許認可事務 

相談窓口 
事務所や出張所に対応窓口を設置し，国民からの行

政相談，苦情などの対応 

 
CADデータ交換標準を整備する．これにより，図面作

成や数量算出の内製化も可能となり，作業の効率化およ

び迅速化を図ることができる．また，図-13に対する改

善案（要約）としては，システムの利用を促進する仕組

み作りがあげられる．具体的には，システムを利用する

場面（ユースケース）を明らかにし，その場面における

利用促進を図る（運用規程を定めるのも一方策）． 
 
(4) 河川・国道事務所の業務改善の目的に応じた抽出す

べき課題を絞り込んだシートの作成 

 各事務所で業務分析を実施する際，今回作成した業務

プロセスモデルを基礎資料とすることで効率よく進める

ことができる．その際，業務分析支援ツールを用いて各

事務所独自の業務プロセスに編集し，課題発見のテンプ

レートを用いて課題を分析することが想定される．しか

し，事務所によって，業務改善の目的が異なることが想

定され，各目的に応じた課題を抽出することでより効率

的に進めることができる． 
 4.の“業務改善の目的に応じた分析の支援”では，特

定分野に依存せず，汎用的に利用できることを想定した

業務改善目的の典型例を取り上げている．そこで，本研

究では，4.の“業務改善の目的に応じた分析の支援”で

論じた成果を基に，河川・国道事務所の所長経験者のご

協力の下，河川・国道事務所の業務改善の目的に適応し

た分析支援シートを作成した．得られた成果は，表-8の
とおりである． 
 本研究で作成した河川・国道事務所の業務改善の目的

に応じた抽出すべき課題を絞り込んだシート，課題発見

のテンプレート，河川・国道事務所の業務プロセスモデ 

工務課外部（業者）

図面作成

出張所

施工（仮設）計画の説明・確認

設計図書作成

積算
新土木積
算システ

ム

自動数量算出

＜略＞

【改善案実現のための整備事項】
・設計図(CAD データ)から長さや面積を拾い出して数量総括表が自動生成

できるCADデータ交換標準等を整備する。
・上記CADデータ交換標準等による設計図（CADデータ）を作成・納品する。

【実現による効果】
・設計図（CADデータ）から数量総括表の自動生成や、設計図（CADデータ）の

編集結果が数量総括表へ自動転記されるなどが可能となり、数量計算の効
率化が図られる。  

図-15 図面作成および数量算出の改善イメージ 
 
ルおよび業務分析支援ツールを用いることで，各河川・

国道事務所で合理的に業務改善に取り組むことができる． 
 
(5) 考察 

 本節では，本研究で開発した業務分析の支援方法を国

土交通省の河川・国道事務所を対象にした業務分析に適

用した結果に基づき考察する． 
・今回の業務分析では，工程などの諸条件から業務分析

者と実務者とで作業分担して現状の業務プロセスモデ

ルを作成する機会が少なく，ヒアリング調査による遂

行が中心となった．また，業務分析支援ツールを用い

ることで，従来の業務分析に比べてどの程度の作業時

間の効率化が図られるのかを定量的に示す材料の収集

に至らなかった(データ辞書の作成作業も含む)．この

点は，今後の課題として明らかにしていく必要がある． 
・業務分析支援ツールの品質検査機能（表記ゆれチェッ

ク機能）を用いることで，業務プロセスモデルで用い

られている用語の表記ゆれ候補を検出することができ

た．上述の今後の課題と同様，従来の目視による表記

ゆれの検出に比べて作業の効率化や品質確保がどの程

度期待できるのかを定量的に検証していくことが課題

としてあげられる．  
・業務分析支援ツールを用いて業務プロセスモデルを作

成したことから，UML，IDEF，DFDなどの表記方法

へ展開する際に必要となる属性が収集できた．今回の

業務分析では，UMLアクティビティ図に展開したが，

今後は他の表記方法にも展開して，その有効性を具体 
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表-8 河川・国道事務所を対象にした業務改善の目的に応じた分析の支援（一部） 
区分 河川・国道事務所の改善目的 主な確認事項 課題発見のテンプレートの適用項目 

予算 

・（運用費は発生しているが事実上）死蔵している

システムがないか． 
・システム稼働率は運用費に見合っているか． 

・運用システムの稼働率を算出して，IT 投資に見

合う効果を享受しているかを確認する． 
・運用システムの稼働効率 
・資料検索時間 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

住民・施設の

利用者・関係

者（本省，本

局，自治体な

ど） 

・住民や地域代表者からの要望，問合せや苦情

などに迅速・適切に対応できているか． 
・複数の問合せ窓口が設けられ，問合者にとって

煩雑になっていないか（ワンストップサービスが

実施できているか）． 
・住民とコミュニケーションを図って事業が進めら

れているか． 
・関係機関（本省・本局，自治体）からの問い合わ

せに迅速に対応できているか． 
・記者発表資料が宣伝・周知・広報できているか． 
・関係機関からの連絡が周知できているか． 

・システムのアクセス数，窓口への問合せ件数（頻

度），サービス完了のサイクルタイム（レスポンス

タイム，顧客待ち時間）を確認する． 
・外部（住民など）との接触している作業に着眼し，

ワンストップサービスが実施の有無を確認する． 
・顧客満足を重視し，コンプライアンスを無視した

業務プロセスになっていないかを確認する． 
・監視システム，監視プロセスなどの品質管理体

制が確立・機能しているかを確認する． 
・クリティカルパスの管理などによる PDS（PDCA）サ

イクルの実施がなされているかを確認する． 

・重複作業 
・運用システムの稼働効率 
・情報の伝達方法 
・資料検索の時間 
・クリティカルパス 
・業務プロセスのマニュアル化 
・情報利用の効率性 
・業務プロセスと規程との乖離 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

プロセス／法

令遵守 

・住民対応や管内巡回など，現場対応の時間を

増やしたい． 
・所内の重要業務に集中するために，アウトソーシ

ングする方がよい業務がないか． 

・事務手続きの状況を確認する（事務手続きの業

務プロセスの割合を確認する）． 
・重複作業 
・クリティカルパス 
・責任者の所在・役割 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

人材育成 
／研修 

・事業の PDS（PDCA）だけでなく，事務所内の仕

事の PDS（PDCA）体制が確立できているか． 
・PDS（PDCA）サイクルのプロセスの有無を確認す

る． 
・業務プロセスの成熟度を確認する． 

例えば，業務プロセスが場当たり的，成功事例

を反復して実行可能，組織の標準の業務プロ

セスが確立，定量的に管理など． 

・情報の伝達方法（情報の伝達経路） 
・業務プロセスのマニュアル化 
・情報利用の効率性 
・責任者の所在・役割 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

リスク管理 

・職員の残業を削減したい（健康管理）． 
・安全性を確保した体制に強化したい． 
・ホウレンソウの体制確保だけでなく，その体制が

機能しているか． 
・不測の事故に対して外部への対応が適切にで

きているか（とくに緊急・災害時における広報の

やり方が訓練されているかなど，危機管理対処

能力）． 

・安全性を確保した業務プロセスになっているか

を確認する．例えば，安全管理集会の開催，安

全管理担当がいるのかなど． 
・作業集中などにより，安全性が損なわれる業務

プロセスになっていないかを確認する． 
・不測の事故への対応の業務プロセスの有無を

確認する．また，マニュアル化されているかを確

認する． 

・業務プロセスのマニュアル化 
・業務プロセスと規程との乖離 
・責任者の所在・役割 
・作業・責任・リスクの集中 
・目的達成に必要な業務プロセスの有無 

 
的に確認する必要がある．また，国土交通省では，

AP2005の個々の目標も詳細に業務プロセスを分析

（例えば目標16に関する業務分析47)）して，改善内容

を業務プロセスモデルに反映することとしている．業

務プロセスモデルには，複数のモデルが相互連携でき

る品質や再利用性を確保しておく必要がある．このこ

とから，今後も業務分析支援ツールを用いて業務プロ

セスモデルを作成することで目標達成に寄与する． 
・業務プロセスモデルの分析を通じて課題などを抽出す

る作業をテンプレート化できることを示した．その結

果，従前に比べてより経験の少ない専門家でも大きな

見落としなどをすることなく，課題の抽出や整理が可

能になることが分かった．従来の業務分析で実施され

ている実務者へのヒアリング調査だけでは抽出するこ

とが難しかった課題の抽出が支援できた．抽出した課

題（89項目）のうち，従来の業務分析によるヒアリン

グ調査でなければ抽出できなかったものは約2割（15
項目）であった．それ以外は課題発見のテンプレート

で課題候補として抽出可能であることが明らかになっ

た．また，課題の見落としを回避するチェックシート

としても利用ができた．実現目標と現状の業務プロセ

スモデルとを対比させ課題を抽出することで，目標・

戦略と業務プロセスモデルとの関連性が確認できた． 
・河川・国道事務所の業務改善の目的に応じた抽出すべ

き課題を絞り込んだシートを作成した．同シート，河

川・国道事務所の標準的な業務プロセスモデルおよび

課題発見のテンプレートは，各河川・国道事務所で業

務改善を合理的に進めるための基礎資料となる．今後，

各河川・国道事務所にこれらの資料を配布し，実際に

活用していくことが課題である． 
 以上の結果から，本研究で開発した支援方法の有効性

の確認ができた． 
 
 
7. 結論 
 
 本研究では，業務分析及び課題発見の支援方法を開発

し，国土交通省の河川・国道事務所を対象にした業務分

析に適用して有効性を確認した．得られた成果は次のと
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おりである． 
 
(1) 業務分析支援ツールの開発 

 業務プロセスモデルの作成作業の効率化，再利用性向

上および表記ゆれによる品質低下の回避の支援策となる

業務分析支援ツールの機能要件を明らかにした．また，

機能要件に基づきツールを開発した． 
 
(2) 課題発見の支援方法 

 業務プロセスモデルを用いた課題発見の支援として，

次の方法を開発した． 
・業務分析者の技量に依存することなく業務プロセスモ

デルから典型的な課題を発見する手掛かりとなるテン

プレートを開発した． 
・業務改善の（短期的な観点の）目的の典型的な例と，

目的ごとに抽出すべき課題とを明らかにし，業務改善

の目的に応じた抽出すべき課題を絞り込んだシートを

開発した． 
・組織には，必ず中長期的な実現目標が定められており，

達成するために提供すべきサービスがある．この各

サービスと関連する現状の業務プロセスモデルとを対

比させ，そのギャップを課題として抽出する手順をと

りまとめた． 
 
(3) 支援方法を適用した業務分析手法の手順 

 上述の支援方法を適用した業務分析の手順を示した．

まず，経営層と業務分析者とで実現目標を設定し，組織

が提供すべきサービス体系を整理する．次に，業務分析

支援ツールを用いて実務者と業務分析者との協業により

現状の業務プロセスモデルを作成する．業務分析者は，

各実務者が作成した業務プロセスモデルを受け取って統

合して取りまとめるとともに，データモデルを作成する．

また，作成した現状の業務プロセスモデルと課題発見の

テンプレートとを用いて課題を抽出する．実現目標

（TO-BE：中長期的な目標）に基づいたサービス体系と

現状の業務プロセスモデルとの対比により課題を抽出す

る．これらの抽出した課題に対して，改善策を検討する．

改善策を反映した業務プロセスモデルを設計し，実現に

むけた整備計画を立案する． 
 
(4) 河川・国道事務所を対象にした業務分析 

 本研究で開発した業務分析の支援方法を国土交通省の

河川・国道事務所を対象にした業務分析に適用して有効

性を確認した． 
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AN EMPIRICAL STUDY ON SUPPORTING METHOD OF BUSINESS ANALYSIS 
AND PROBLEM DISCOVERY 

 
Ryuichi IMAI, Ryosuke SHIBASAKI and Fumihiko KANAZAWA 

 
   The business analysis is done in various organizations because it flexibly correponds to the change in 
social conditions. The business analysis is to extract the problem from a current business process, and to 
design the business process model which becomes an improvement. It contributes to the model's 
efficiency improvement of work and quality securing and recycling promotion by lecturing on the support 
plan that detects a simple mark difference in a current business analysis when the business process model 
is edited. Moreover, it contributes to the efficiency improvement of the analytical work by achieving the 
support plan that discovers a typical problem from the business process model and extracts it. 
   In this study, to support efficiency improvement and a quality and recycled securing of the making 
work of the business process model, the supporting method of the problem discovery that used the 
business analysis supporting tool and the business process model was developed. And, the supporting 
method developed by this study was applied to the business analysis intended for the river and the 
national road office of the MLIT (Ministry of Land, Infrastructure, Trasnport and Tourism) and 
effectiveness was proven.  
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